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○軽井沢町有機ＪＡＳ認証取得推進事業補助金交付要綱 

令和６年３月29日告示第13号 

軽井沢町有機ＪＡＳ認証取得推進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、環境にやさしい農業を推進するため、予算の範囲内において、生産行程管理

者が有機ＪＡＳ認証を受けるために要する費用に対する補助金（以下「補助金」という。）を交

付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 生産行程管理者 日本農林規格等に関する法律（昭和25年法律第175号）第10条第２項に規

定する生産行程管理者をいう。 

(２) 有機ＪＡＳ認証 日本農林規格等に関する法律第10条第２項に規定する認証であって、有

機農産物の日本農林規格（平成17年農林水産省告示第1605号）第３条に規定する有機農産物に

係るものをいう。 

(３) 認証事項の確認 日本農林規格等に関する法律施行規則（令和４年財務省、農林水産省令

第３号）第48条第１項第２号ハの規定による確認であって、当該有機ＪＡＳ認証を受けた年度

（第５条の表において「認証年度」という。）の翌年度及び翌々年度に受けたものをいう。 

(４) 技術的基準 有機農産物及び有機飼料（調製又は選別の工程のみを経たものに限る。）に

ついての生産行程管理者及び外国生産行程管理者の認定の技術的基準（平成17年農林水産省告

示第1830号）をいう。 

(５) 登録認証機関 日本農林規格等に関する法律第２条第３項に規定する登録認証機関をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、生産行程管理者であって、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。 

(１) 町内に住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）を有するもの（グループにあって

は、町長が別に定めるもの） 

(２) 軽井沢町暴力団排除条例（平成26年軽井沢町条例第17号）第２条第２号に規定する暴力団

員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないもの 

(３) 町税並びに水道料金及び下水道使用料（農業集落排水施設使用料を含む。）を滞納してい

ないもの（個人にあっては、その属する世帯の全ての世帯員が滞納していないもの） 
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（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、町内のほ場に係る

有機ＪＡＳ認証又は認証事項の確認に要した経費（国、地方公共団体又は公益的団体から受け、

又は受けようとする他の補助金等の交付の対象である経費を除く。）であって、次の各号に掲げ

るものとする。 

(１) 当該有機ＪＡＳ認証を受けるために技術的基準三の２に規定する生産行程管理責任者とし

て選任された者が受講した技術的基準三の２の⑴に規定する講習会の受講料（１人に係るもの

に限る。次条の表において「受講料」という。） 

(２) その他登録認証機関に支払った経費であって、町長が別に定めるもの（次条の表において

「手数料等」という。） 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の表の第１欄に掲げる補助金の交付を受ける年度に応じ、同表の第２欄

に定める認証又は確認に要する経費に対して、同表の第３欄に定める額を上限として同表の第４

欄に定める補助率により算出した額（その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てた額）とする。 

年度 経費 上限額 補助率 

認証年度 受講料及び手数料等（有機ＪＡＳ認証に係る

ものに限る。） 

20万円 10分の10 

認証年度の翌年度 手数料等（認証事項の確認に係るものに限

る。） 

15万円 10分の7.5 

認証年度の翌々年

度 

手数料等（認証年度の翌々年度に受けた認証

事項の確認に係るものに限る。） 

10万円 10分の５ 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付の対象者となる者は、補助金の交付を受けようとするときは、有機ＪＡＳ認

証取得推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出するも

のとする。 

(１) 登録認証機関が発行した有機ＪＡＳ認証を取得していることを証する書類の写し 

(２) 補助対象経費に係る領収書の写し及びその内訳が分かる書類の写し 

(３) 調査同意書（様式第２号） 
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(４) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請の回数は、一の有機ＪＡＳ認証当たり１年度につき１回を限度とする。 

（交付決定） 

第７条 町長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付

するかどうかを決定し、その結果を当該申請者に通知するものとする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 

 


